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第２章 

産業内貿易指数の処理プログラムとその利用方法 
 

 

                                                                 野田容助 
 

 

   要約 
 

本章の目的は産業内貿易指数についての概要、

その計算のためのプログラと計算方法を示すこ

とである。本章ではIIT指数としてグローベル＝

ロイドによる加重平均の指数、グローベル＝ロ

イドによる不均衡の偏り調整をした指数、不均

衡の偏り調整をした AquinoのQ、の3種類を対

象とする。 
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はじめに 
 

本章の目的は貿易関連指数として頻繁に利用

されている産業内貿易指数（IIT: Intra-industry 

Trade）についての概要とその計算のためのプロ

グラム群を紹介し、具体例に対してプログラム

を利用した計算方法を示すことである。本章で

はIIT指数としてグローベル＝ロイドによる加

重平均の指数、グローベル＝ロイドによる不均

衡の偏り調整をした指数、不均衡の偏り調整を

した AquinoのQ、の3種類を対象とする。 

IIT指数において商品分類を商品総額、相手国

を世界合計とするとき、IIT指数の計算には報告

国と年ごとにすべての相手国とすべての商品分

類コードを基礎データとして必要とする。本章

ではIIT指数の計算のための基礎となる分類と

して商品分類を4桁レベル分類コード、相手国を

UN Comtrade Databaseの貿易データで使用され

ている個別国コードを採用している。商品グル

ープあるいは相手国の国・地域グループに対す

るIIT指数はすべての相手国およびすべての4桁

レベル分類コードをそれぞれ必要に応じて統合

することにより求めることができる。本章で紹

介するIIT指数作成のためのプログラムは報告

国ごとにパラメターとして相手国、商品分類を

設定し、それぞれの分類において必要な分類の

組み合わせによるIITを作成することを可能と

している。 

本章において最初にIIT指数の考え方を紹介

し、IIT指数を計算するための実行ファイルであ

るiit_p14_e3.exを用いた計算方法と具体的な例

を利用したプログラムの実行方法を示す。最後

にその作成プログラムの中で最も重要であるc

言語で書かれたiit_p14.cと外部プログラムの

iit13.cを解説する。 

 

１．産業内貿易指数（IIT 指数） 
 

貿易統計データは一般的には貿易統計固有の

項目である7個の分類カテゴリーと3個の統計値
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から構成されている。on-line検索により得られ

るUN Comtrade Databaseの貿易データを対象

とすれば、分類カテゴリーの項目は報告国（re

porter code：その省略形はrcまたはr）、輸出入

区分（trade flow code またはdirection of trade：

d）、商品分類体系（classification またはsystem 

of commodity classification：sc）、商品分類（c

ommodity code：c）、相手国（partner code：pc

またはp）、年（year：y）、数量単位（quantity 

unit：qu）であり、統計値の項目は取引金額（v

alue：v）と2種類の数量であるkg表示の重量数

量（netweight (kg)：qw）と取引数量（Suppleme

ntary Quantity：q）である。取引額のみに関心が

あるときには、輸出額は )(yxrpc 、輸入額は

)(ymrpc と表記する。報告国と年が明らかなと

きは省略形でそれぞれ pcx 、輸入額は pcm と表

わす。 

本章において産業内貿易指数は取引額のみを

考慮して、（１）グローベル＝ロイドによる加

重平均を計算することで得られる PCB 、（２）

同じくグローベル＝ロイドによれば不均衡の偏

り調整をした PCC 、（３）不均衡の偏り調整

をした AquinoのQ、の3種類を対象とする。 

 
1.1  加重平均のIIT指数である PCB 、 

 
輸出額 )(yxrpc と輸入額 )(ymrpc に対して煩

雑さを避けるために必要なとき以外は報告国r, 
年yを省略してそれぞれ pcx と pcm とする。グロ

ーベル＝ロイドによれば産業cと相手国pcに対

する産業内貿易は、 
(1-1)     || pcpcpcpcpc mxmxR −−+=  

として定義され、産業cと相手国pcにおける産業

内貿易指数はその貿易総額に対するその産業内

貿易の比率として定義され、 

(1-2)       
)/(||1

)/(

pcpcpcpc

pcpcpcpc

mxmx

mxRB

+−−=

+=
 

となる。複数の産業から構成される産業グルー

プCと地域を構成する相手国グループPの貿易

額のウエイトを、 
(1-3)  )/()(),( PCPCpcpcpc mxmxCP ++=ω   

とする。 PCx は産業グループCと相手国グルー

プPにおける輸出総額を表わし、 

pc
PpCc

PC xx ∑∑
∈∈

=  

であり、 PCm についても同様である。ウエイト

なので 1)(, =•• PCω である。記号の•はすべて

の要素の集計を表わすものとする。 

相手国pにおける複数の産業から構成される

産業グループCに対する産業内貿易指数は（1-3）

式のウエイトを利用して加重平均を計算するこ

とで得られ、 

(1-4)       )( pCBB pcpc
Cc

pC ω∑
∈

=  

となる。産業cにおける地域を構成する相手国グ

ループPに対する産業内貿易指数は（1-3）式の

ウエイトを利用して加重平均を計算することで

得られ、 

(1-5)        )(PcBB pcpc
Pp

Pc ω∑
∈

=  

となる。産業グループCと相手国グループPに対

する産業内貿易指数は加重平均を計算すること

で得られ、 

(1-6)     

)/(

)(

PCPCpc
PpCc

pcpc
PpCc

PC

mxR

PCBB

+=

=

∑∑

∑∑

∈∈

∈∈

ω

 

となる。したがって、産業内貿易指数の一般形

は（1-6）式で表わすことができる。また、 

)/(||1 PCPCpcpc
PpCc

PC mxmxB +−−= ∑∑
∈∈

 

となることから、左辺の第2項目は負ではないの

で 1≤PCB となる。等号は商品グループおよび

相手国グループの対象となるすべてのpとcにお

いて pcpc mx = のときに生ずる。さらに、すべ
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ての産業とすべての相手国に対する産業内貿易

指数は（1-6）式においてCとPをすべての要素

の集まりである・で置き換えることで得られ、

••,B となる。 

  貿易の加重平均により得られた(1-6)式に対し

て、産業グループCと相手国グループPをそれぞ

れ一括して１つの産業と相手国としてとらえる

方法が集計による産業内貿易指数である。すな

わち、産業グループの和と相手国グループの和

をもとにして(1-2)式のように計算され、 

(1-7)       
)/(

||1~

PCPC

PCPCPC

mx
mxB

+
−−=  

となる。（1-7）式は(1-6)式の簡便法として利用

される。両者の関係は余弦の定理を利用すれば、 

0||||

|||)(|

≤−−−=

−−−

∑

∑∑

pcpc
cp

PCPC

pcpc
cp

pcpc
cp

mxmx

mxmx

 

が得られ、 

0)(

/|}||{|~

≤+

−−−=− ∑
PCPC

pcpc
cp

PCPCPCPC

mx

mxmxBB
 

となることから、 PCPC BB ~
≤ となる。さらに、

（1-4）式に対応する集計による産業内貿易指数

は（1-7）式においてPをpと置き換え、（1-5）

式のそれはCをcとそれぞれ置き換えることで

得られる。 ••,B のそれはてPとCを同時に・へ置

き換えることで得られる。これらの式はすべて、

加重平均の産業内貿易指数は集計された産業内

貿易指数 
より大きくならず、 •••• ≤ ,,

~BB である。 

 

  1.2  不均衡の偏り調整をした PCC  

 

産業内貿易指数において貿易収支が均衡して

いないときは 0|| ,, >− •••• mx であり、すべての

産業において 0=− pcpc mx であることはない

ので、 1<B あるいは 1~
<B となり、下方への偏

りを持つ。そのため、グローベル=ロイドは（1-6）

式に対する不均衡の偏りの調整として産業グル

ープCと相手国グループPに対する産業内貿易

指数を、 

(1-8)        *PCPCPC BC ω=  
としている。調整項目の、 *PCω は、 

|)|
/()(*

PCPC

PCPCPCPCPC

mx
mxmx

−−
++=ω

 

である。しかし、産業グループCと相手国グル

ープPを対象とするすべてのpとcにおいて

0≥− pcpc mx と な る と き 、 ま た は 、

0≤− pcpc mx となるときは、 

1=PCC となるという問題点が指摘されている。

（1-4）式に対応する集計による産業内貿易指数

は PCC においてPをpと置き換え、（1-5）式の

それはCをcとそれぞれ置き換えることで得ら

れる。 ••,B のそれはてPとCをのそれぞれを同時

に・へ置き換えることで得られる。両者の関係

は余弦の定理を利用すれば、 

0|)|(

/)(
*)1(

≤−−+

+−
=−=−

PCPCPCPC

pcpc

PCPCPCPC

mxmx

mx
BCB ω

 

となることから、 PCPC CB ≤ となる。同様に、 

•••• ≤ ,, CB である。 

 

1.3 AquinoのQ 

 

前述したように（1-6）式で示されたグローベ

ル＝ロイドによる産業内貿易指数 PCB は貿易

収支が均衡していないときは下方への偏りを持

つ。グローベル=ロイドにおける不均衡の偏り

の調整としてAquinoのQが利用される。産業グ

ループCと相手国グループPに対するAquinoの

Qは、 

(1-9)    )(PCBQ pc
e
pc

PpCc
PC ω∑∑

∈∈

=  

となる。 
)/(||1 e

pc
e
pc

e
pc

e
pc

e
pc mxmxB +−−=  

は（1-2）式において pcx と pcm をそれぞれ e
pcx と
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e
pcm に置き換えたものである。 

)2/()(

)2/()(

PCPCPCpc

pc
PpCc

pcpc
PpCc

pc

e
pc

xmxx

xmxx

x

+=

+= ∑∑∑∑
∈∈∈∈

 

であり、同じようにして、 
)2/()( PCPCPCpc

e
pc mmxmm +=  

である。すべての産業とすべての相手国に対す

る産業内指数は（1-8）式においてCとPをすべ

ての要素の集まりである・で置き換えることで

得られ、 ••,Q となる。貿易収支が均衡している

ときは PCB とQの間の乖離は生じない。 

 

  ２．産業内貿易指数の計算方法 
 

産業内貿易指数の一般形は（1-6）式で表わす

ことができ、すべての商品分類コードとすべて

の相手国に対する要素の集まりを基礎的な分類

として、それらを集計することで計算される。

本章ではすべての商品分類コードとしてon-line

検索によって得られるUN Comtrade Database貿

易データのSITC-R1系列の4桁レベル分類コー

ド、すべての相手国として同貿易データで使用

されている個別国コード（UN国コード）を採用

し、（１）グローベル＝ロイドによる加重平均

を計算することで得られる PCB 、（２）同じく

グローベル＝ロイドによれ不均衡の偏り調整を

した PCC 、（３）不均衡の偏り調整をした 

AquinoのQ、の3種類を対象としている。 

産業内貿易指数の計算を実行するプログラム

はcで書かれたiit_p14.cであり、その実行のため

にいくつかのプログラム群が組み込まれた実行

ファイルはiit_p14_e3.exである。産業内貿易指数

の計算は分類カテゴリーとして、報告国、相手

国、商品分類、年毎に求めることができるため、

プログラムの実行にはそれらのファイルは分類

カテゴリーごとに作成することから始めること

になる。年は報告国に存在するすべてを対象と

しているため必要となるファイル作成は報告国、

相手国、商品分類におけるグループの指定であ

る。 

詳しくは後述するが、報告国の指定はこの実

行ファイルにUN国コードの3桁分類をiit_p14_e

2.exの後に1桁以上の空白を空けて指定するこ

とでおこなう。例えば、日本（392）の場合には、 
#*---------------------------------------* 
#|           iit_p14_e3.ex               | 
#*---------------------------------------* 
#! /bin/ksh 
 
echo "[      iit_p14  cmm & pc         ]" 
cp cmm.east_asia iit_p14.cmm 
cp pc.east_asia iit_p14.pc 
echo "[        iit_p14_e2               ]" 
iit_p14_e2.ex 392 
# 

となる。図1に示されているように実行ファイル

iit_p14_e3.exに対して相手国ファイルiit_p14.pc、

商品分類ファイルiit_p14.cmmと報告国のUN3

桁国コードを入力として、出力はディレクトリ

ーの/ts/dat/noday/iit/out0、同out1、同out2のそれ

ぞれに報告国で指定された3桁で表されるUN国

コードがファイル名となる。上記の例の場合に

はmは1であり、 1uc は日本を表わす3桁のUN国

コードの392となる。最下位のディレクトリーで

あるout0、out1、out2は後述する商品分類の基本

分類、統合1、統合2のそれぞれに対応して設定

されており、この例の場合にはout0、out1、out

2のそれぞれに392のファイルが作成される。 

 

2.1  相手国ファイルの指定 

 

相手国のファイルはiit_p14.pcで表わされ、産

業内指数作成のプログラムiit_p14.cにおいて利

用される相手国の国コードの対応関係の形式に

合わせて作成する。表1に示されているようにそ

のフォーマットとしてUN国コードは3桁（1-3）、

1桁空白を区切りとして基本分類の一連番号を

0Q で表わして前ゼロ付き3桁、1桁空白を区切

りとして相手国に対する統合の一連番号を 1Q

で表わして前ゼロ付き3桁で表わされる。相手国

の統合は、1桁空白を区切りとして 4Q まで追加 
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図１ 産業内貿易指数（IIT指数）を計算する実行ファイルiit_p14_e3.exの入出力の構造 
 
―――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――― 

入力                              実行ファイル             出力 

―――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――― 
相手国ファイル  （iit_p14.pc）                                    /ts/dat/noday/iit/ 
商品分類ファイル（iit_p14.cmm）           iit_p14_e3.ex           out0,out1,out2 
報告国 （UN国コード）                                             ファイル名 
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―――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――― 
（出所）著者作成 

（注） mucuc L1 はm個のUN国コードで表わされた報告国を示している。 
 
 
することができる。xは統合しないことを表わし

ている。基本分類における一連番号の付け方は

UN国コードが異なっていても同一国と見なせ

るときには同じ一連番号を付けることでおこな

うことが基本である。同一となる一連番号は合

計することが可能である。 

表1は相手国として世界合計と東アジア諸

国・地域、米国およびEU15等を個別相手国とし

ている例を示している。3桁で表わされるUN国

コードの000は世界合計（wld）、040 はAustria

（ aut ）、 056 は Belgium （ bel ）、 058 は

Belgium-Luxembourg（bel）、156は中国（chn）、

208はDenmark（dnk）、246はFinland（fin）、251

はFrance（fra）、276はGermany（deu）、278は

Dem. Rep. Germany（ddu）、280はFed. Rep. 

Germany（deu）、300はGreece（grc）、344は香

港（hkg）、360はインドネシア（idn）、372は

Ireland（irl）、381はItaly（ita）、392は日本（jpn）、

647は琉球（-）、410は韓国（kor）、442は

Luxembourg（lux）、458はマレーシア（mys）、

459はマレーシア半島（-）、457はサラワク（-）、

461はサバ（-）である。490はAsia Other, not 

elsewhere specified（-）であるがアジア経済研究

所では台湾（twn）として取り扱っている。528

はNetherland（nld）、608はフィリピン（phl）、

620はPortugal（prt）、702はシンガポール（sgp）、

724はSpain（esp）、752はSweden（swe）、764

はタイ（tha）、826はUnited Kingdom（gbr）、

841はUSA（before 1981）（usa）、842は米国（usa）、

850は米国領Virgin Isds（vir）である。（  ）は

isoの3桁分類コードを表わし、-は欠損値である。 
統合１の 1Q では韓国、台湾、香港、シンガポ

ールで構成されているアジア NIEs における個

別国の指定はもう既に007までの一連番号は使

用されているのでの008としている。フィリピ

ン、マレーシア、シンガポール、タイ、インド

ネシアで構成されている ASEAN5 はシンガポ

ールの 702 が 1Q で既に利用されているので統

合 2 の 2Q として新たに統合番号を追加しなけ

ればならない。同じ番号を付けるとそこへ合計

されてしまうので相手国の一連番号が重ならな

いように注意する必要がある。 

表1 に表わされた相手国を統合された地域に

よってまとめたのが表2である。この表の例で

は日本の392については392 の日本と647 の琉

球を同一のものと見なして共通の001を一連番

号として付けている。マレーシアの 458 は 457

のサラワク州、458のマレーシア、459のマレー

シア半島、461 のサバ州に対して同一の 011 を

一連番号として付けている。米国はUN国コー

ドでは 841 は 1980 年まで利用されているが、

1981 年からは 842 へと変更されており、また、 
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表１ 相手国のファイル：iit_p14.pcの国コードの基本分類と統合の例 
 
―――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――― 
 uc  0Q 1Q  2Q                    uc  0Q 1Q 2Q                    uc  0Q 1Q 2Q    
―――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――― 
000 000 x   x 
392 001 x   x 
647 001 x   x 
841 002 x   x 
842 002 x   x 
850 002 x   x 
040 003 x   x 
056 003 x   x 
058 003 x   x 
208 003 x   x 
246 003 x   x 
251 003 x   x 

276 003 x   x 
278 003 x   x 
280 003 x   x 
300 003 x   x 
372 003 x   x 
381 003 x   x 
442 003 x   x 
528 003 x   x 
620 003 x   x 
724 003 x   x 
752 003 x   x 
826 003 x   x 

410 004 008 x 
490 005 008 x 
344 006 008 x 
702 007 008 015 
156 009 x   x 
764 010 014 015 
457 011 014 015 
458 011 014 015 
459 011 014 015 
461 011 014 015 
608 012 014 015 
360 013 014 015 

―――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――― 
（出所）著者作成 
 
 
表２  国分類における基本分類およびその一連番号と名称 
 
―――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――― 
 Q  dec     uc                                 Q  dec     uc 
―――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――― 
000  WLD    000  
001  JPN    392, 647 
002  USA    841, 842, 850  
003  EU15   eu15 
004  KOR    410  
005  TWN    490  
006  HKG    344  
007  SGP    702  
008  ANIES  410, 490, 344, 702 

009  CHN    156  
010  THA    764  
011  MYS    457, 458, 459, 461  
012  PHL    608  
013  IDN    360  
014  ASEAN4 764, 457, 458, 459, 461,  

608, 360 
015  ASEAN5 702, 764, 457, 458, 459,  

461, 608, 360 
―――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――― 
（出所）表1のもとづき著者作成 
（注）Qは一連番号、decは国・地域の名称、ucはUN Comtrade Database貿易データで使用されている国コー

ドである。EU15は iso分類コードではなく eu15で表わされている。eu15は040、056、058、208、246、251、

276、278、280、300、372、381、410、442、528、620、724、752、826から構成されている。 
 
 
850 である米国領のバージンアイランドを米国

とすれば、米国は841,842,850 の合計で表現され

ることになる。基本分類の一連番号ではそれら

の3個に対して同一の002が一連番号として付

けられている。EU15 カ国には加盟国のそれぞ

れの国コードに対して同一の003 が一連番号と

して割り振られている。表 2 では EU15 は iso

分類コードではなく eu15 として表わされてお

り新旧の国を合わせて、040、056、058、208、

246、251、276、278、280、300、372、381、410、

442、528、620、724、752、826 の 19 カ国から

構成されている。繰り返しになるが、統合は基

本分類として設定された個別国・地域に対して

統合するような構造になっているため、配分構

造を設定するとうまくプログラムが機能しない

ことに注意すること。 

 

2.2  商品分類ファイルの指定 

 

商品分類のファイルはiit_p14.cmmと表わさ

れ、産業内指数作成のプログラムiit_p14.cにおい

て利用される商品分類コードの対応関係の形式 
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表３  商品分類のファイル：iit_p14.cmmのSITC-R1の1桁レベル分類コードの一連番号と統合の例 
 
―――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――― 
商品分類    0Q  1Q  2Q                           商品分類    0Q  1Q  2Q  
―――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――― 
          000 000 000 
0         001 001 001 
1         002 001 001 
2         003 001 001 
3         004 002 001 
4         005 001 001 

5         006 003 001 
6         007 003 001 
7         008 003 001 
8         009 003 001 
9         010 001 001 

―――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――― 
（出所）著者作成 
 
 
に合わせて作成する。そのフォーマットは商品

分類コードは10桁（1-10）、基本分類 0Q は前ゼ

ロ付き3桁、1桁空白を区切りとして中分類 1Q の

統合を前ゼロ付き3桁、1桁空白を区切りとして

大分類の統合 2Q を前ゼロ付き3桁で表わす。商

品総額は空白で表わされる。表3に対象商品分類

にSITC-R1の1桁レベル分類コードを用いた例

が示されている。基本分類 0Q は商品総額を000

として0,1,…,9までが001,002,…,010となるよう

に一連番号で示されており、商品総額を含めて1

1分類となっている。商品分類に対する統合の例

はその右側に示されている 1Q の統合1であり、

商品総額を000としているところは同じである

が、1桁レベル分類コードの0,1,2,4,9を一連番号

の001、前者の3を後者の002、前者の5,6,7,8を後

者の003として商品総額も入れて4分類としてい 
る。 2Q の統合2は1桁レベル分類コードのすべ

てに001が対応しているが、これは商品総額を指 

定したことと同じことになる。 

年については報告国が対象としているすべて 

を自動的に指定することにする。例えば、日本

（392）では貿易データは1962年から2003年まで

存在しているので、同じ期間のiit指数が計算さ

れることになる。 

 

2.3  報告国の指定とプログラムの実行 

 

  報告国はプログラムの実行ファイルに直接指

定することでおこなう。相手国や商品分類と違

って統合する機能を持っていないことに注意す

る必要がある。報告国の統合は本書における第1

章の「4.4 報告国における地域合計の作成」を

参照すること。実行ファイルはiit_p14_e3.exとし

て雛形が用意されている。この実行ファイルは

報告国のほかに相手国と商品分類のファイルを

指定する必要がある。 

報告国の指定はこの実行ファイルにUN 国コ

ードの 3 桁分類を iit_p14_e2.ex の後に 1 桁以上

の空白を空けて指定することでおこなう。例え

ば、日本（392）の場合には前述したように、 

iit_p14_e2.ex 392 となる。 

複数の報告国のIIT指数を必要とするときは

iit_p14_e2.exの後ろにUN国コードを順次指定す

ることで可能となる。報告国を指定する順番は

任意であり、昇順あるいは降順に必ずしも並べ

る必要はないが、記入漏れを確認するには順序

だった方が容易に処理できる。表1で示された国

コードを複数の報告国として指定したときの実

行ファイルの例は以下のように示される。 
#*---------------------------------------* 
#|           iit_p14_e3.ex               | 
#*---------------------------------------* 
#! /bin/ksh 
 
echo "[      iit_p14  cmm & pc         ]" 
cp cmm.east_asia iit_p14.cmm 
cp pc.east_asia iit_p14.pc 
echo "[        iit_p14_e2               ]" 
iit_p14_e2.ex 036 
iit_p14_e2.ex 124 
iit_p14_e2.ex 156 
: 
iit_p14_e2.ex 850 
# 
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紙面の都合から、344、360、392、410、458、459、

461、484、490、554、608、702、764、841、842

を省略している。 

  商品分類のためのファイルは iit_p14.cmm に

直接作成してもいいが、内容が識別できるよう

に別のファイルでも構わない。上記の例は

cmm.esat_asiaとして作成し、それをプログラム

で利用する iit_p14.cmmの cp により複写してい

る。相手国についても同様な処理をしており、p 

c.east_asia として作成したファイルを iit_p14.pc

へ複写している。 

  商品分類と相手国の統合があるときの処理は

後述するが、現在の方法では少し厄介な処理が

必要になる。この部分の処理は早急に改善すべ

きものとして来年度に引き継がれている課題で

ある。 

実行ファイルを作成しただけではプログラム

の実行はできないので、実行可能なように、 

chmod u+x iit_p14_e3.ex 

を実行する。その後、iit_p14_e3.exと入力してエ

ンターキーを押せばプログラムが実行を開始す

る。 

 

2.4  商品分類と相手国の統合 

 

  商品分類と相手国の統合処理は第3節におい

て説明されているが、ここでは統合処理の利用

方法のみを紹介する。実行ファイルのiit_p14_e3.

exの中で商品分類と相手国の統合のための指定

はiit_p14_e2.exとiit_p14_e.exでそれぞれ指定さ

れる。 

商品分類に基本分類と統合1、統合2が設定さ

れているときにはiit_p14_e2.exの最後にあるス

テートメントの、iit_p14_e.ex $1 0 に対して、

影の部分を1と2で置き換えた2行分のステート

メントを、 
iit_p14_e.ex $1 1 
iit_p14_e.ex $1 2 

として追加する。影の0,1,2が基本分類、統合1、

統合2に対応する。出力は基本分類はout0、統合

1と統合2はout1とout2にそれぞれ報告国をファ

イル名として書き出される。もちろん統合1のみ

のときは2番目のステートメントは取り除くか、

ステートメントの1カラム目に#を入れてその行

を注釈としてもいい。 

  相手国に基本分類と統合1、統合2が設定され

ているときにはiit_p14_e.exの中にある、 
iit_p14.x $2 0                         \ 
iit_p14.cmm iit_p14.pc                 \ 
iit_p14.inp out$2/$1 

となるステートメントのかたまりに対して影の

部分を1と2で置き換えたステートメントのかた

まりを、 
iit_p14.x $2 1                         \ 
iit_p14.cmm iit_p14.pc                 \ 
iit_p14.inp out$2/$1 
iit_p14.x $2 2                         \ 
iit_p14.cmm iit_p14.pc                 \ 
iit_p14.inp out$2/$1 

として追加する。影の0,1,2が基本分類、統合1、

統合2に対応する。出力はプログラムiit_p14.cのa

ppend機能により同一報告国のファイルに追加

される。 

  商品分類に基本分類と統合1、統合2、相手国

にも同じく基本分類と統合1、統合2が設定され

ているとき、iit_p14_e3.exを実行すれば商品分類

の統合別のディレクトリーであるout0、out1、o

ut2にそれぞれ同一の報告国のファイルが作成

される。報告国のファイルには相手国の統合別

の国コードが込みにして作成される。もちろん

統合1のみのときは2番目のステートメントのか

たまりは取り除くか、それぞれのステートメン

トの1カラム目に#を入れてその行を注釈として

もいい。実行ファイルのiit_p14_e3.exは商品分類

と相手国のそれぞれの統合過程が別々に処理さ

れているため、それらの設定も別に行わなけれ

ばならない。統一した設定への変更は来年度の

課題である。 

 

2.4  iit_p14_e3.exの出力と結果の表示 

 

  実行ファイル iit_p14_e3.ex の出力は基本分類 
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表４ 報告国台湾における相手国および商品分類の統合によるiit_p14i_e3.exの結果 
 
―――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――― 
 rc  pc  c   y      PCB    PCC      Q          rc   pc  c   y     PCB    PCC    Q 
―――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――― 
490,000,000,1963, 0.01857  0.01941  0.01865 
490,000,001,1963, 0.00347  0.01023  0.00606 
490,000,002,1963, 0.03275  0.08228  0.06845 
490,000,003,1963, 0.02349  0.09080  0.04373 
490,000,004,1963, 0.01290  0.06141  0.05630 
490,000,005,1963, 0.00888  0.08243  0.00572 
490,000,006,1963, 0.06066  0.10345  0.07124 
490,000,007,1963, 0.01467  0.02049  0.01596 
490,000,008,1963, 0.00790  0.05119  0.01839 
490,000,009,1963, 0.08420  0.10027  0.08127 

490,000,010,1963, 0.01834  0.75000  0.31850 
490,001,000,1963, 0.00000  0.00000  0.00002 
490,001,001,1963, 0.00000   .        . 
490,001,002,1963,  .        .        . 
490,001,003,1963, 0.00000   .        . 
490,001,004,1963,  .        .        . 
490,001,005,1963, 0.00000   .        . 
490,001,006,1963, 0.00000   .        . 
490,001,007,1963, 0.00000  0.00000  0.00006 
490,001,008,1963, 0.000000   .         . 

―――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――― 
（出所）著者作成 

（注）rcは報告国、pcは相手国の一連番号、cは商品分類の一連番号、yは年をそれぞれ表わす。計算不能のとき

は．で表わしている。 
 
 
である統合 0、統合 1 および統合 2 の結果がデ

ィレクトリーの out0、out1、out2 へそれぞれ報

告国の3桁国コードをファイル名として書き出

される。 

iit_p14_e3.exの結果は表4に示されているよう

に、左から報告国rc、相手国の一連番号pc、商

品分類の一連番号c、年yに続いて、グローベル

＝ロイドによる加重平均の PCB 、グローベル＝

ロイドによれ不均衡の偏り調整をした PCC 、

不均衡の偏り調整をした AquinoのQ、である。 

  報告国は国連コードが示される。相手国およ

び商品分類の一連番号は基本分類の一連番号あ

るいは統合の一連番号が示される。計算不能の

場合には．が示される。 

 

  ３．産業内貿易指数の処理過程 
 

産業内貿易指数の計算は第2 節の3において

紹介したように実行ファイルの iit_p14_e3.ex を

実行することで得られるが、その内容は

iit_p14_e2.ex を報告国ごとに処理することでお

こなわれる。Iit_p14_e2.ex の処理過程は、（１）

報告国ごとに商品分類としてすべての3桁レベ

ルあるいは4桁レベル分類コードとすべての相

手国コードを有する貿易統計データを抽出する

wwc_p6.c のプログラムの実行、（２）報告国、

年、相手国、商品分類、輸出入区分に並べ替え

るためのSyncsort の実行、（３）対象とする商品

分類と相手国の基本分類および分類統合に対す

る産業内指数を計算する iit_p14.c の実行、の 3

つの処理過程から構成されている。実行ファイ

ルの iit_p14_e2.ex は以下の通りである。 
#*---------------------------------------* 
#|          iit_p14_e2.ex                | 
#*---------------------------------------* 
#! /bin/ksh 
 
echo "[        wwc_p6                  ]" 
rm wwc_p6.out 
wwc_p6.x 4                              \ 
/ts/org/un/2005_IE/s1.$1_1.csv wwc_p6.out  
wwc_p6.x 4                              \ 
/ts/org/un/2005_IE/s1.$1_2.csv wwc_p6.out 
wwc_p6.x 4                              \ 
/ts/org/un/2005_IE/s1.$1_3.csv wwc_p6.out 
wwc_p6.x 4                              \ 
/ts/org/un/2005_IE/s1.$1_4.csv wwc_p6.out 
wwc_p6.x 4                              \ 
/ts/org/un/2005_IE/s1.$1_5.csv wwc_p6.out 
wwc_p6.x 4                              \ 
/ts/org/un/2005_IE/s1.$1_6.csv wwc_p6.out 
wwc_p6.x 4                              \ 
/ts/org/un/2005_IE/s1.$1_7.csv wwc_p6.out 
wwc_p6.x 4                              \ 
/ts/org/un/2005_IE/s1.$1_8.csv wwc_p6.out 
wwc_p6.x 4                              \ 
/ts/org/un/2005_IE/s1.$1_9.csv wwc_p6.out 
echo "[        SyncSort                ]" 
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/usr/lpp/syncsort/bin/syncsort  << end_s 
/infile  wwc_p6.out  "," 
/fields  rc    1: -  1:, 
         d     2: -  2:, 
         sc    3: -  3:, 
         c     4: -  4:, 
         pc    5: -  5:, 
         y     6: -  6:, 
         v     7: -  8: 
/keys   rc,y,pc,c,d 
/outfile iit_p14.inp   overwrite 
/workspace /ts/tmp/         
/endend_s 
iit_p14_e.ex $1 0 
iit_p14_e.ex $1 1 
iit_p14_e.ex $1 2 
# 

  第1 の処理過程はUN Comtrade Databaseの貿

易データのオリジナルデータ（UNC-O）から指

定された報告国の輸出入における相手国世界を

含めたすべて個別国と商品分類の商品総額と 4

桁レベル分類コードをすべての年度の貿易デー

タから抽出し、相手国と商品分類については

UNC-O の分類に対して基本分類あるいは統合

の一連番号を付けることである。この処理はプ

ログラムwwc_p6.cでおこなわれる。UNC-O に

おいて同一報告国に属する貿易データのファイ

ルは3 桁の国コードで表わされた報告国ごとに

一連番号を付けられたサブセットのファイルか

ら構成されている。このサブセットのファイル

の個数が 9 を越えないことから iit_p14_e2.ex で

は9個までのサブセットが予め準備されており、 

/ts/org/un/2005_IE/s1.$1_1.csv 

から 

/ts/org/un/2005_IE/s1.$1_9.csv 

までが抽出可能となっている。ここで$1は報告

国を指定するパラメターであり、s1は商品分類

がSITC-R1 であることを表わしている。貿易デ

ータが存在するサブセットのファイルに対して

は wwc_p6.c のプログラムは貿易データを読み

込むが存在しないサブセットのファイルは、file 

not foundとして処理されるため読み込みは無視

される。 

wwc_p6.cはにおいて商品分類の4桁レベル分

類コードの桁数は最初のパラメターで4として

与えられる。相手国はUN国コードがそのまま

利用されるため、wwc_p6.cに対する指定は存在

しない。wwc_p6.c における2 番目のパラメター

はUNC-O の中の$1 で指定された報告国の貿易

データの入力ファイルである。複数のサブセッ

トのファイルから読み込まれた貿易データは 3

番目のパラメターで指定された wwc_p6.out に

append属性により追加されて保存される。 

  第2 の処理過程は相手国と商品分類について

基本分類として得られた wwc_p6.out の並べ替

えである。wwc_p6.out のデータ量が膨大になる

ことが想定されるため、unix コマンドの sort で

はなくSyncSort を利用する。産業内貿易指数は

報告国、年毎に作成されるため sort の項目は、

報告国、年、相手国、商品分類、輸出入区分の

項目の順番とする。 

  第3の処理過程は相手国と商品分類について

基本分類および統合による産業内貿易指数の計

算である。この処理はプログラムのiit_p14.cでお

こなわれる。実行ファイルのiit_p14_e2.exの中で

はiit_p14_e.exと指定されており、商品分類と相

手国の統合に関する2つのパラメターの指定が

必要とされる。指数はグローベル＝ロイドによ

る加重平均の PCB 、グローベル＝ロイドによれ

不均衡の偏り調整をした PCC 、不均衡の偏り

調整をした AquinoのQ、の3系列が作成される。

簡便法の PCB~ は顧慮しないこととする。繰り返

しになるが本章では商品分類は4桁レベル分類

コード、相手国はUN国コードを基礎分類として

いる。(1-6)式からわかるように産業グループC

と相手国グループPに対する産業内貿易指数は

商品分類は４桁レベル分類コード、相手国は個

別un国コードを集計することで求めることがで

きる。 

  商品分類の統合はiit_p14_e.exのパラメターの

組合せで求めることができる。報告国は1番目の

パラメターで設定される。2番目のパラメターは

商品分類における統合を指定し、基本分類ある

いは統合0のときは0、統合1のグループは1、統
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合2のグループは2とする。基本分類あるいは統

合0のときは、 
iit_p14_e.ex 392 0 

となる。392は報告国の日本を表わしている。 

  実行ファイルであるiit_p14_e.exは以下のよう

になっている。 
#*---------------------------------------* 
#|         iit_p14_e.ex                  | 
#*---------------------------------------* 
#! /bin/ksh 
 
echo "[        iit_p14     0           ]" 
echo "[        $1 $2 " 
rm out$2/$1 
iit_p14.x $2 0                         \ 
iit_p14.cmm iit_p14.pc                 \ 
iit_p14.inp out$2/$1 
iit_p14.x $2 1                         \ 
iit_p14.cmm iit_p14.pc                 \ 
iit_p14.inp out$2/$1 
iit_p14.x $2 2                         \ 
iit_p14.cmm iit_p14.pc                 \ 
iit_p14.inp out$2/$1 
echo "[        SyncSort                ]" 
/usr/lpp/syncsort/bin/syncsort  << end_s 
/infile  out$2/$1             
/fields  a     1  char  60 
/keys    a descending 
/outfile dou_p2.inp   overwrite 
/workspace /ts/tmp/ 
/end 
end_s 
echo "[        dou_p2                  ]" 
dou_p2.x dou_p2.inp dou_p2.out 
echo "[        SyncSort                ]" 
/usr/lpp/syncsort/bin/syncsort  << end_s2 
/infile dou_p2.out 
/fields  a   1 char 19, 
         v  20 char 41 
/keys   a 
/outfile chg_p7.inp  overwrite 
/workspace /ts/tmp/         
/end 
end_s2 
echo "[        chg_p7                  ]" 
chg_p7.x chg_p7.inp out$2/$1 
# 

相手国の統合はiit_p14_e.exの中のプログラム

iit_p14.cで処理される。iit_p14_e.exにおいて$1

は報告国、$2は商品分類として既に与えられて

いる状態にある。プログラムiit_p14.cの3つのパ

ラメターの中で、報告国は最初のパラメター、

商品分類と相手国はそれぞれ2番目と3番目のパ

ラメターであるので、iit_p14_e.exでは相手国の

統合のみが3番目のパラメターにおいて処理さ

れる。影で示されているように相手国における

基本分類あるいは統合0のときは0、統合1のグル

ープは1、統合2のグループは2とする。 

 
  3.1  IITの計算プログラム iit_p14.cの概要 

 

  iit_p14.c の中で直接 IIT 指数の計算にかかわ

るサブプログラムは OutD である。相手国の統

合された一連番号は np[0]から np[1]まで範囲を

対象とし、ngは統合したい元の商品分類コード

数を表わす。OutDにおいて jは相手国の統合さ

れた一連番号、iは商品分類の一連番号であり、

このjとiの組み合わせが(1-6)式において相手国

グループPと商品グループのCに対応している。 
/*----------------------------------------** 
|              OutD                        | 
**----------------------------------------*/ 
int    OutD  (void) { 
char   c2[3][15],*c[3]; 
int    i,j; 
   for (j=0; j<3; j++) c[j]=c2[j]; 
   for (j=np[0]; j<=np[1]; j++) { 
     for (i=0; i<=sec; i++) { 
       pp2(rc,5); 
       fprintf(fo_p,"%03d,%03d,",j,i); 
       pp2(out.y,4); 
       iit13(i,j,c,g,a,cc_p,x,gp,ng,nc); 
       fprintf(fo_p,"%s %s %s\n\0",c[0],c[1], 
       c[2]); 
       n++; 
     } 
   } 
return(0); } 

iit_p14.c の中にあるサブプログラムの OutD に

おいて利用されている外部プログラムが iit13

である。iit13の中で商品分類と相手国の統合を

計算するのが p4 である。p4 で影を付けている

のが商品分類の統合であり、i（1…ng）個の商

品分類に対応する統合の g[i]に対して統合の一

連番号mごとに統合計算がおこなわれる。商品

総額のときはm=0 であり、4 桁レベル分類コー

ドのすべての商品分類コードを参照するため、 
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表５ 商品分類の4桁レベル分類コードとしべての個別相手国もとにした輸出額の貿易マトリクス 
 

相手国 
商品分類 

036 040  … 392            … 647  World 

0011      1 
0012      2 

  ： 
0990    102 

      

1110    103 
  ： 
1223    112 

      

2110    113 
  ： 
2929    233 

      

3118    234 
  ： 
9999    725 

      

Total       
（出所）著者作成 

（注）表 1 の輸出額にもとづく貿易マトリクスは相手国別、年別に作成される。輸入額のマトリクスについて

も同様である。 
 
 
p2[0]=1 と p2[1]=nc と設定される。表 3 によれ

ば統合1において統合番号のmが001に統合さ

れるのは商品分類コードが 0 のみである。表 5

において商品分類コードの1 桁レベルが0 とな

るものは一連番号にして1から102までなので、

p2[0]=1 とp2[1]=102 となる。同じく表3の統合

1 において統合番号が 002 となるものは商品分

類の 1 と 2 の 2 個存在する。4 桁レベル分類コ

ードの1 桁目が1のときは表5において一連番

号の 103 から 112 番目までなので p2[0]=103 と

p2[1]=112となり、同時に1 桁目が2 のときは一

連番号の 113 から 233 までなので p2[0]=113 と

p2[1]=233となる。 

  統合番号が002のときをプログラムで紹介す 

ると、サブプログラムの p4 の中で、m が 002

の整数である2 のとき、g[i]が2に一致する iに

対する a[i]の内容がそれそれ商品分類の 1 と 2

のときに相当する。すなわち、表3 において商

品分類の一連番号である0からngまでの中から

統合番号である g[i]が 2 であるものだけを見つ

けると i が 1 と 2 になり、a[1]=’1‘と a[2]=’2     

‘になっているということである。 
/*----------------------------------------** 
|                  p4                      | 

**----------------------------------------*/ 
int  p4 (int m,int n,double *b,double w[],int 
g[], 
char *a[],char *cc_p[],double **x[],int gp[], 
int ng,int nc 
) { 
int    p2[2],i,j=0; 
double x2,s=0; 
   for (i=0; i<2; i++) { 
     w[i]=0; 
     p2[i]=-1; 
   } 
   for (i=0; i<=ng; i++) { 
     if (g[i]==m) { 
       if (cmm_p(i,p2,a[m],cc_p,nc)==1) 
       p5(n,p2,&s,w,x,gp); 
     } 
   } 
   x2=w[0]+w[1]; 
   if (x2!=0) { 
     *b=1-s/x2; 
     j=1; 
   } 
return(j); } 
/*----------------------------------------** 
|                cmm_p                     | 
*-----------------------------------------*/ 
int   cmm_p  (int m,int *p2,char *a,char 
*cc_p[],int nc) { 
char  c[7]; 
int   i,j=-1; 
   if (m==0) { 
     p2[0]=1; 
     p2[1]=nc; 
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     j=1; 
   } 
   else { 
    strncpy(c,a,6); 
     for (i=0; c[i]!=' '; i++); 
     c[i]='\0'; 
     j=bsch2(c,cc_p,i,nc,p2); 
   }; 
return(j); } 
/*----------------------------------------** 
|                  p5                      | 
*-----------------------------------------*/ 
int   p5 (int n,int p2[],double *s,double w[], 
double **x[],int gp[] 
) { 
int    i,j,k; 
   for (i=p2[0]; i<=p2[1]; i++) { 
     for (j=1; j<1000; j++) { 
       if (pcc_p(n,j,gp[j])==1) { 
         for (k=0; k<2; k++)  
         w[k]=w[k]+x[i][j][k]; 
         *s=*s+abs(x[i][j][0]-x[i][j][1]); 
       } 
     } 
   } 
return(0); } 

また、統合番号が002 のときにはサブプログラ

ムのcmm_pにおいて商品分類のaは1桁レベル

なので i=1 となる。4 桁レベル分類コードから

構成されている cc_p に対して外部サブプログ

ラムの bsch2 を利用して 1 桁レベルで検索する

とp2[0]=x とp2[1]=x が求められ、確かに検索さ

れたという意味の 1 が関数の戻り値と得られ j

に保存される。この両者の値は表1 における一

連番号のxからxまでと対応している。 
strncpy(c,a,6); 
for (i=0; c[i]!=' '; i++); 
c[i]='\0'; 
j=bsch2(c,cc_p,i,nc,p2); 

サブプログラムのcmm_pの戻り値もjに設定さ

れているので確かに検索されたときには

cmm_p にも1が与えられる。検索の結果が一致

するものが存在しないときには-1 が cmm_p に

与えられる。 

 

おわりに 
 
本章において貿易関連指数として頻繁に利用

されている産業内貿易指数（IIT指数）について

の概要とその計算のためのプログラム群を紹介

し、具体例に対してプログラムを利用した計算

方法を示した。IIT指数としてグローベル＝ロイ

ドによる加重平均の指数、グローベル＝ロイド

による不均衡の偏り調整をした指数、不均衡の

偏り調整をした AquinoのQ、の3種類を対象と

している。 

本章ではIIT指数の計算のための基礎となる

分類として商品分類コードをon-line検索によっ

て得られるUN Comtradfe Database貿易データの

SITC-R1系列の4桁レベル分類コード、相手国を

同貿易データで使用されている3桁の個別国コ

ードを採用している。商品グループあるいは相

手国の国・地域グループに対するIIT指数は商品

分類についてはiit_p14.cmm、相手国については

iit_p14.pcで示されているようにそれぞれ必要に

応じて基本分類あるいは幾つかの統合を考慮す

ることにより求めることができる。この商品分

類と相手国の統合のためのファイルは本書にお

ける第3章の顕示比較優位指数（RCA指数）と

同じ構造をしているため同一ファイルを共通に

利用することができる。 

また、本章では商品分類の基礎をSITC-R1系

列の4桁レベル分類コードとしている。同系列の

3桁レベル分類コードを基礎としたければ

iit_p14_e2.exの中のwwc_p6.xの4を3に置き換え

ることで可能となる。 

本書における第2部の表3も本章の方法により

作成したものである。なお、実行ファイルの作

成については幾つかの問題が残っており、今後

の課題である。 

 

 

―――――――――――――――― 
（注１）実行ファイルiit_p14_e3.exの中で使用されて

いる相手国ファイルiit_p14.pc、商品分類ファイル

iit_p14.cmmが指定されているが、この両ファイルは

本書の第3章で紹介しているRCA指数作成のための

実行ファイルrca_p7_e3.exで使用されている相手国フ

ァイルirca_p7.pc、商品分類ファイルrca_p7.cmmと同
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じ構造である。したがって、どちらのファイルを利

用も構わない。 

 

 

【参考文献】 
 

［１］磯貝孝・森下浩文・ラスルム・ルッファー「東

アジアの貿易を巡る分析―比較優位構造の変化、域

内貿易フローの相互依存関係―」（International Depa

rtment Working Paper Series 02-J-1, 日本銀行国際

局） 
［２］経済企画庁経済研究所編『経済分析』第125巻

第2号 経済企画庁経済研究所 1991 

［３］梶原弘和「東アジア諸国・地域および米国に

おける競争力分析―RCA分析およびRCAと輸出数量

指数、輸出価格指数の相関分析―」（野田容助編『東

アジア諸国・地域の貿易指数―作成から応用までの

基礎的課題―』統計資料シリーズ No.88 アジア経済

研究所 2004） 

［４］―――「世界貿易構造の長期変化と東アジア」

（野田容助・黒子正人編『長期時系列における貿易

データと貿易指数の作成と応用』 調査研究報告書

（開発研究センター 2005-Ⅱ-04） アジア経済研究所

 2006） 

 

 

54




